
（平成２２年６月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認山形地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

山形厚生年金 事案 1007 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所における資格取得日は昭和 39 年６月１日、資格喪失日

は同年８月１日であると認められることから、申立人に係る厚生年金保険被

保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、３万 6,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38年８月１日から 39年８月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したと

ころ、申立期間について、加入していた事実が確認できなかったとの回答

をもらった。 

しかし、私は、昭和 38 年８月１日からＢ株式会社に勤務しており、私

が所持している厚生年金保険被保険者証の初めて資格を取得した年月日に

は、「38.８.１」のゴム印が押されていることから、申立期間について未

加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 39 年６月１日から同年８月１日までの期間について、

申立人が勤務したとするＢ株式会社とは事業所名が異なるＡ事業所に係るオ

ンライン記録に、申立人と同姓同名で生年月日のうち生まれ年のみが異なる

基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

また、Ｂ株式会社に係るオンライン記録上、同社で厚生年金保険の被保険

者であったことが確認できる同僚のうち、申立人と同じく昭和 39 年８月１日

からＣ事業所の厚生年金保険の加入記録が確認できる 10 人についてみると、

このうち６人は、同年６月１日から同年８月１日までの期間について、Ａ事

業所に係る厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

さらに、Ｃ事業所の前経営者は、「叔父が経営していたＢ株式会社が倒産

し、父が新たにＣ事業所を設立するまでの間、一時的にＡ事業所に籍を移し



 

たのではないか。」と供述している。 

加えて、Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿に記載された申立人と同姓

同名の被保険者の記録は、生まれ年の記載が不明確であることから、オンラ

イン化の際に、申立人の生まれ年が誤って入力されたものと推認される。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該未統合の被保険者記録は、申立人に係る厚生年金保険被保険者記録である

と認められ、申立人のＡ事業所における資格取得日は昭和 39 年６月１日、資

格喪失日は同年８月１日であると認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、当該未統合の被保険者記録か

ら３万 6,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち昭和 38 年８月１日から 39 年６月１日までの期間に

ついては、申立人はＢ株式会社に勤務していたと主張しているところ、同僚

等の供述から申立人が当該事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、オンライン記録によると、昭和 39 年５月１

日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていることが確認できる。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、健

康保険の整理番号に欠番は見られず、同名簿の記録に不自然な点も見当たら

ない。 

なお、申立人から提出された厚生年金保険被保険者証は、Ｄ社会保険事務

所（当時）において、Ｃ事業所での資格取得時に発行されていることが確認

できるが、資格を取得した年月日として押印された「38.８.１」の時点では、

同社は適用事業所とはなっていないことから、取得年月日は誤って押印され

たものと推認される。 

このほか、申立期間について、厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 38 年８

月１日から 39 年６月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



 

山形厚生年金 事案 1008 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 35 年５月 15 日から 36 年４月 25 日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に係る記録を

35 年５月 15 日に、資格喪失日に係る記録を 36 年４月 25 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年５月から 36年５月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したと

ころ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答

をもらった。 

しかし、私は申立期間に株式会社Ｂの紹介でＣ事業所に勤務していた。 

給与明細書等、証拠になるものは持っていないが、厚生年金保険料が給

与から差し引かれていた記憶があり、申立期間について未加入とされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたとするＣ事業所は、申立期間当時、Ａ株式会社とし

て厚生年金保険の適用事業所であったことが確認でき、申立人が所持してい

るＤ協会会員手帳及び同僚の供述から、申立期間のうち、昭和 35 年５月 15

日から 36 年４月 25 日までの期間においてＡ株式会社に勤務していたことが

認められる。 

また、申立人が一緒に勤務していたとして名前を挙げた同僚１人は、当該

期間において、申立事業所の厚生年金保険被保険者であったことが確認でき

るとともに、申立事業所に係るオンライン記録上、厚生年金保険の加入記録

が確認できる同僚２人は、申立人と同じ業務に従事していた８人の同僚名を



 

記憶しているところ、当該同僚は、いずれも厚生年金保険被保険者としての

記録が存在する。 

さらに、申立期間当時において、申立人と同じ業務に従事していたとして、

複数の同僚が証言した当該事業所の従業員数とオンライン記録上の厚生年金

保険被保険者数がおおむね一致することから、当時、当該事業所においては、

申立人と同じ業務に従事していた従業員のほぼすべてを厚生年金保険に加入

させていたと考えられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間のうち昭和 35 年５月 15 日から 36 年４月 25 日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同じ業務に従事して

いた同僚の標準報酬月額及び申立人の供述等から勘案して、１万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当

時の事業主が既に亡くなっているため、申立期間当時の状況は不明であるが、

申立期間の健康保険厚生年金保険被保険者原票の整理番号に欠番が見当たら

ないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考えら

れない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された

場合には、その後被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者資格喪失届も提

出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所

が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所

へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 35 年５月から 36 年３月までの保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 36 年４月 25 日から同年５月までの期間につ

いては、申立人のＡ株式会社における勤務実態及び厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

山形厚生年金 事案 1009 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係

る記録を昭和 28 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 7,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年４月１日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したと

ころ、申立期間について、加入していた事実が確認できなかったとの回答

をもらった。 

しかし、私は、昭和 25 年３月に上京し、Ａ事業所に勤務しながら、夜間、

学校に通っていた。27 年 12 月に、大学受験のため一度退職したものの、

大学合格後には、再度、Ａ事業所に就職し、大学卒業まで勤務した。申立

期間について未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の供述により、申立人は、昭和 28 年４月１日からＡ事業所に勤務し

ていたことが認められる。 

また、当該同僚は、申立期間当時、人事及び社会保険関係の事務手続を担

当しており、「申立人は、申立期間当時、正社員であり、厚生年金保険に加

入していた。」旨供述しているとともに、申立人の被保険者記録を見ると、

申立人が申立期間前に当該事業所に勤務していたとする期間については、入

社月と資格取得月は一致していることが確認できる。 

さらに、申立期間当時、当該同僚及び申立人は、申立期間当時の従業員は

15 人くらいと供述しているところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿上、申立期間において、18 人の厚生年金保険被保険者が確認で



 

きることから、申立事業所では、従業員のほぼ全員を厚生年金保険に加入さ

せていたと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭

和 28 年 10 月の社会保険事務所の記録から、7,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



山形国民年金 事案 320 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から同年９月まで 

社会保険事務所（当時）に国民年金保険料の納付記録について照会した

ところ、申立期間について、納付事実が確認できなかったとの回答をもら

った。 

しかし、私は、知人から国民年金加入を勧められた記憶があり、申立期

間の保険料は、私が市役所の窓口で納付していたはずであり、未加入とさ

れていることに納得がいかないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「知人から国民年金加入を勧められ、申立期間の保険料は、私

が市役所の窓口で納付していたはず。」と主張しているが、その知人は既に

死亡しており、申立てを確認できる供述は得られない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は、

平成５年４月 14 日にＡ社会保険事務所（当時）からＢ市に払い出されている

ことが確認できることから、申立人は当該払出日以降に国民年金の加入手続

を行ったことが推認でき、この時点では、申立期間の国民年金保険料は制度

上、時効により納付することができない上、戸籍の附票によると、申立人は

申立期間及びその前後を通じて、Ｂ市以外に住所の異動が無いことから、申

立人に対し別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

さらに、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



山形国民年金 事案 321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月及び平成元年２月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月 

② 平成元年２月 

    年金事務所に国民年金保険料の納付記録について照会したところ、申立

期間について、納付した記録が無いとの回答をもらった。 

しかし、私は、申立期間①当時、両親と同居し、家事見習いをしていた

ので、父が、私の国民年金の加入手続及び保険料の納付をＡ農業協同組合

Ｂ支所に依頼し、開設された営農口座から、世帯一括で保険料が差し引か

れていたはずである。 

また、申立期間②について、私は、昭和 62 年９月までに４回、Ｃ事業

所に臨時の従業員として短期雇用され、離職の都度、同僚から国民年金の

加入手続をするよう説明されたので、保険料の具体的な納付方法の記憶は

定かでないが、市役所の窓口担当者による教示に従って納付したはずであ

る。 

以上のとおりであるので、申立期間①及び②について、私の国民年金保

険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録及び国民年金被保険者台帳並びに

Ｄ市が保管する国民年金被保険者カード（以下「被保険者カード」とい

う。）の記録から、申立期間は、当初、未加入期間であったが、基礎年金番

号が導入された平成９年１月以降、社会保険事務所（当時）で厚生年金保険

との記録補正が行われたことから、国民年金の加入記録として追加されたこ

とが確認できる。 

また、申立人が所持する国民年金手帳の「昭和 45 年度国民年金印紙検認記



録の４月」欄には、「印紙不要」と押印されているとともに、被保険者カー

ドの裏面には、昭和 45 年５月から 46 年３月までの国民年金保険料は、同年

12 月 15 日に納付された旨記載されているものの、45 年４月分については、

斜線が引かれていることから、保険料が納付されなかったことが確認できる。 

さらに、当該年金手帳の生年月日欄及び資格取得欄に誤記があったことは

確認できるが、同年金手帳に、昭和 45 年５月３日に被保険者資格を取得した

旨の記載がある上、当該取得年月日は、被保険者カードの記録とも一致し、

これらの記録に反して、申立人が申立期間に国民年金に加入し、保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

加えて、申立人は、その父が国民年金の加入手続及び保険料の納付をＢ支

所に依頼し、以後、保険料の納付は、Ｂ支所に開設された営農口座から、世

帯一括で差し引かれていたはずであると主張しているが、申立人が加入手続

及び保険料の納付に直接関与していない上、その父及びＢ支所から聴取して

も申立内容を裏付ける供述や関係資料は得られないことから、加入時期及び

保険料の納付状況は不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

申立期間②については、オンライン記録上、国民年金の被保険者期間とさ

れている申立期間及び平成４年５月１日から同年５月６日までの期間につい

ては、基礎年金番号が導入された平成９年１月以降に、国民年金の加入記録

が追加されたことが確認できる。 

また、被保険者カードに記載された最も新しい年月日は、昭和 63 年６月１

日となっており、その後、過年度記録が入力された旨の表示がある平成 12 年

３月 21 日までの間に記録が追加されていないことから、申立期間当時、申立

期間は未加入期間とされ、保険料納付書が作成されなかったと考えられ、申

立人は申立期間の保険料を納付できなかったものと推認できる。 

さらに、申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人から聴取しても

国民年金の加入手続及び保険料の納付状況の記憶が定かではなく、ほかに当

該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 



 

山形厚生年金 事案 1010 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 22 年４月１日から同年 12 月 15 日までの

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 22 年 12 月 15 日から 23 年８月１

日までの期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：     

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年４月１日から同年 12月 15日まで 

             ② 昭和 22 年 12月 15日から 23年８月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したと

ころ、申立期間について加入していた事実が確認できなかったとの回答を

もらった。 

しかし、私は、株式会社Ａ（当時は、Ｂ事業所）に昭和 22 年４月１日か

ら 25 年３月 10 日まで正社員として継続勤務していたのに、申立期間①に

ついて、22 年 12 月 15 日に被保険者資格が喪失し、脱退手当金が支給済み

とされていることに納得がいかない。 

また、申立期間②について、厚生年金保険の加入記録が無いことに納得

がいかないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険

者名簿上、申立事業所が厚生年金保険の適用を受けた昭和 19 年６月から申立

人が同事業所を退職した 25 年３月までの期間に、同事業所において厚生年金

保険の被保険者資格を喪失した女性 132 人のうち、脱退手当金の受給資格を

満たす女性 87 人について脱退手当金の支給状況を調査したところ、申立人を

除く 12 人に支給記録があり、このうち 10 人は、資格喪失日から３か月以内

に脱退手当金の支給決定が行われていることを踏まえると、申立人について

もその委任に基づき事業主による代理請求が行われた可能性が高いものと考



 

えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給されて

いることが記載されている。 

さらに、申立期間の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無い上、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者の資格喪失日から１か月後の昭和 23 年１月

13日に支給決定されているなど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、当該事業所の後継事業主に対し、申立期間当時の脱退手当金の取

扱いについて照会したところ、「事業所は既に廃止され当時の関係資料は無

く、元事業主は死亡しており当時の担当者も分からない。」旨供述しており、

申立てを確認できる関連資料及び供述は得られないほか、申立人から聴取し

ても申立期間に係る脱退手当金を受給した記憶が無いというほかに申立期間

に係る脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

申立期間②については、複数の同僚の供述から、期間の特定はできないも

のの、申立人は申立期間当時、当該事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、当該事業所の後継事業主は、申立人の勤務実態及び厚生年

金保険料の控除の有無について、申立期間①に係る回答と同様に、「事業所

は既に廃止され当時の関係資料は無く、元事業主は死亡しており当時の担当

者も分からない。」旨供述しており、申立人の具体的な勤務期間及び申立期

間における厚生年金保険料の控除の有無を確認できる関連資料及び供述は得

られなかった。 

また、当該事業所に係るオンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険

者名簿上、当該事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる

者 18 人に対し、申立人の勤務期間及び厚生年金保険料の控除の状況等につい

て照会し、15 人から回答を得たが、申立人が申立期間において厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる具体的な供述は得られなかった。 

さらに、当該事業所に係るオンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保

険者名簿上、当該事業所において申立人と同じ昭和 22 年４月に厚生年金保険

の被保険者となった同僚９人のうち３人は、申立人と同様に同年 12 月 15 日

に資格喪失し、このうち２人は、23 年に厚生年金保険に再加入（うち１人は、

申立人と同じ 23年８月１日付け）していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

山形厚生年金 事案 1011 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年２月から 32年７月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したと

ころ、申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答をもら

った。 

しかし、私は、Ａ株式会社に昭和 29年２月から 33年６月まで継続して

勤務しており、申立期間について厚生年金保険に未加入とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所であったことが

確認できるとともに、複数の同僚等の供述から、申立人が申立期間に同社に

勤務していたことが推認できる。 

しかし、当該事業所は、昭和 52 年３月 26 日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっている上、元事業主は既に死亡しており、元役員も所在が不明

であることから、申立人の勤務実態等を確認できる関連資料及び供述は得ら

れなかった。 

また、Ａ株式会社に係るオンライン記録において、申立人が当該事業所に

勤務していたとする昭和 29 年２月から 33 年６月までの間に、同社で厚生年

金保険の被保険者であったことが確認できる者 13 人に対し、申立人の勤務実

態及び厚生年金保険料の控除の状況等について照会したところ、回答があっ

た８人すべてが、「申立人の厚生年金保険の加入については不明。」と回答

しており、このうちの３人は、「正社員又は事務職のみ厚生年金保険に加入

しており、申立期間当時は、ほとんどの人が厚生年金保険に加入していなか

った。」旨回答している上、申立人の勤務期間を特定できる供述及び厚生年



 

金保険料の控除をうかがわせる供述は得られなかった。 

さらに、上記供述のあった同僚３人のうちの１人は、昭和 20 年代からＡ株

式会社に勤務していた旨供述しているが、同社に係るオンライン記録を見る

と、申立人と同じく 32 年８月１日から厚生年金保険被保険者となっているこ

とが確認できる。 

加えて、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

健康保険の整理番号に欠番は見られず、同名簿の記録に不自然な点も見当た

らない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


